






















ン（Schぬ， D.A.）が 1983年に『省察的実践家（TheReflective Practitioner: How 

















指導の仕方では即座に対応できなくなっていると指摘している。また、 2013年実施の第二回 OECD・ 
TALISにおいて、日本の中学校教員の「勤務時間の長さj と「生徒の主体的な学びを引き出すことへの





































































期 任期 学長諮問（）内は学長名 答申（但し第9期のみ報告）で、の第3学部案
1 1979.11. 1～1980.10.3 1979.11.22（五十嵐） 理学部、人文学部案
2 1980.11.1～1981.10.3 1980.11.25（玉十嵐） 人文社会学部案
3 1981.11.1～1983.8.31 1981.11.16（五十嵐） 人文社会科学部案
4 1983. 9.1～1985.8.31 1983. 9.28（八木） 人文社会科学部案
5 1985. 9.1～1987.8.31 1986.10.1（八木） 情報科学部案
6 1987. 9.1～1989.8.31 1987.10.14科書田） 情報科学部案
7 1989. 9.1～1991.8.31 1989.10.11（嶋田） 情報科学部案
8 1991. 9.1～1993.8.31 1991. 9. 4（嶋田） 情報科学部案

















































9 1986年 5、6月に教育大学協会や国立大学長会議などにおいて、 文部省当局者から教員養成大学・ 学部
のあり方の見直しを追られた。「新課程J設置を求めたのである。
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1994年以降、福井大学の教師教育改革は、大学改革推進の中で新たなフェーズ、へと展開





















2000年、 2001年、 2002年の 3つの教授会見解を見ると端的に捉えられる（表 2）。
表 2 学校拠点方式の大学院に関わる教授会見解（2000～02年）
'F-Yl I 名 T~F 内容
2000/9/14 教佼会見解① 「教員養成をW.-J 学部は、『一府県一教育学部・大学のE；羽lj~ に｛














「21Ht紀における El-4: ていくことをめざした、新し 1，、jkl岳の大学院である J字校改革実
の教f.il教育改本のデサゴ 践研究コース、そして現職教育の主主誌にlよくi士、える夜(HJ主コー
































( 1 ) PDS訪問調査と「省察J概念（第一部のI) 
第一部のI(pp.45・60）では、学校拠点方式の参考事例となる、アメリカの「Professional


































































































ショーン（Schりn,D.A.）『省察的実践家（TheReflective Practitioner: How Professionals 
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